
○京都市眺望景観創生条例施行規則 

制定 平成１９年８月３１日規則第３３号 

改正 平成２３年３月３１日規則第１３５号 

最終改正 平成３０年３月２９日規則第６７号 

 

(用語) 

第１条 この規則において使用する用語は，京都市眺望景観創生条例(以下「条例」という。)

において使用する用語の例による。 

(眺望景観保全地域の提案) 

第２条 条例第７条第１項の規定による提案をしようとする者は，提案書(第１号様式)に

別表第１に掲げる図書その他市長が必要と認める図書を添えて，市長に提出しなければ

ならない。 

(認定の申請) 

第３条 条例第９条第１項の規定による認定を受けようとする者は，認定・変更認定申請

書(第２号様式)の正本及び副本に，それぞれ別表第２に掲げる図書その他市長が必要と

認める図書を添えて，市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，認定又は不認定を決定し，認定通知

書又は不認定通知書に認定・変更認定申請書の副本及びその添付図書を添えて，申請者

に交付する。 

(計画の変更に係る認定を要しない軽微な変更) 

第４条 条例第９条第１項後段に規定する別に定める軽微な変更は，同項の認定を受けた

計画に係る建築物等の各部分の標高の増加を伴わない変更とする。 

(完了等の届出等) 

第５条 条例第１０条第１項（条例第１３条第３項において準用する場合を含む。）の規

定による行為の完了の届出は，当該行為が完了した日から４日以内に，行為完了届(第３

号様式)により行うものとする。 

２ 条例第１０条第２項（条例第１４条第３項において準用する場合を含む。）の規定に

よる行為の中止の届出は，当該行為を中止した日から４日以内に，行為中止届(第４号様

式)により行うものとする。 

３ 前項の場合において，行為の着手後に当該行為を中止したときは，同項の届出書には，

原状回復その他の当該行為の中止後の措置に関する計画書を添付しなければならない。 

４ 市長は，条例第９条第１項の規定による認定に係る行為の着手後に当該行為を中止し

た者に対し，原状回復その他の当該行為の中止後の措置について，必要な指示をするこ

とがある。 

(建築物等の建築等に関する届出) 

第６条 条例第１１条第１項の規定による届出をしようとする者は，建築等届(第５号様

式)の正本及び副本に，それぞれ別表第２に掲げる図書その他市長が必要と認める図書を



添えて，市長に提出しなければならない。 

２ 条例第１１条第２項に規定する別に定める事項は，次に掲げるものとする。 

⑴ 近景デザイン保全区域にあっては，建築物等の形態，意匠，外壁，屋根等の色彩及

び位置 

⑵ 遠景デザイン保全区域にあっては，建築物等の外壁，屋根等の色彩 

３ 条例第１１条第２項の規定による変更の届出をしようとする者は，建築等変更届(第６

号様式)の正本及び副本に，それぞれ別表第２に掲げる図書（変更に係るものに限る。）

その他市長が必要と認める図書を添えて，市長に提出しなければならない。 

(制限の緩和に係る許可の申請等) 

第７条 条例第１３条第１項又は第１４条第１項の規定による許可を受けようとする者は，

許可申請書(第７号様式)の正本及び副本に，それぞれ別表第２に掲げる図書その他市長

が必要と認める図書を添えて，市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，許可又は不許可を決定し，許可通知

書又は不許可通知書に許可申請書の副本及びその添付図書を添えて，申請者に交付する。 

 (事前協議を要する建築物等の建築等) 

第８条 条例第１５条第１項第１号に規定する別に定める工作物は，別表第３の左欄に掲

げる工作物とする。ただし，視点場にあっては，次の各号に掲げる眺望景観の種別に応

じ，当該各号に掲げる工作物とする。 

 ⑴ 境内の眺め 別表第３(1)の項から(3)の項までに掲げる工作物 

 ⑵ 境内地周辺の眺め 別表第３(3)の項から(10)の項までに掲げる工作物 

２ 条例第１５条第１項第２号に規定する別に定める工作物の規模は，別表第３の左欄に

掲げる工作物の区分に応じ，それぞれ同表右欄の（ア）に掲げる規模とする。 

３ 条例第１５条第１項第３号に規定する別に定める建築物の規模は，床面積（増築の場

合にあっては，当該増築に係る部分の床面積）が２，０００平方メートルである規模と

する。 

４ 条例第１５条第１項第３号に規定する別に定める工作物の規模は，別表第３の左欄に

掲げる工作物の区分に応じ，それぞれ同表右欄の（イ）に掲げる規模とする。 

 (事前協議の申出) 

第９条 条例第１５条第１項の規定による協議をしようとする者は，事前協議申出書（第

８号様式）の正本及び副本に，それぞれ別表第４に掲げる図書その他市長が必要と認め

る図書を添えて，市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，別表第４に掲げる図書で添付させる必要がないと

認めるものを省略させることができる。 

(協議書の記載事項) 

第１０条 条例第１７条第２項に規定する別に定める事項は，次に掲げるものとする。 

 ⑴ 特定建築主（条例第１５条第１項に規定する特定建築主をいう。以下同じ。）の氏



名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者名並びに主たる事務所の所在地） 

 ⑵ 協議に係る土地の地名及び地番並びに面積 

 ⑶ 協議に係る計画の概要 

 ⑷ 協議の内容 

 (書類の閲覧) 

第１１条 条例第１８条に規定する別に定める書類は，次に掲げるものとする。 

 ⑴ 協議書（条例第１７条第２項に規定する協議書をいう。以下同じ。）の写し 

 ⑵ 事前協議申出書（添付書類（別表第４(1)の項から(4)の項までに掲げる図書に限る。）

を含む。）の写し 

２ 前項の書類の閲覧は，条例第１７条第２項の規定により協議書を交付した日の翌日以

後行うことができる。ただし，市長は，当該書類を閲覧に供することにより当該協議に

係る特定建築主の権利利益を侵害するおそれがあると認めるときは，当該おそれがなく

なるまでの間，当該書類を閲覧させないものとする。 

３ 条例第１８条の規定による書類の閲覧の請求は，閲覧請求書（第９号様式）により行

うものとする。 

４ 前３項に規定するもののほか，書類を閲覧に供する場所その他書類の閲覧に関し必要

な事項は，告示するものとする。 

（助言に係る申出等） 

第１２条 第９条の規定は，条例第２０条第１項の規定による助言に係る申出について準

用する。 

２ 市長は，前項の申出があったときは，助言書を作成し，当該申出をした者に交付する

ものとする。この場合において，市長は，あらかじめ，条例第１６条に規定する協議の

場を設けるものとする。 

３ 第１０条の規定は，前項の助言書の記載事項について準用する。この場合において，

同条第１号中「特定建築主（条例第１５条第１項に規定する特定建築主をいう。以下同

じ。）」とあるのは，「申出者」と読み替えるものとする。 

４ 前条の規定は，条例第２０条第２項に規定する別に定める書類について準用する。こ

の場合において，前条第１項第１号中「協議書（条例第１７条第２項に規定する協議書

をいう。以下同じ。）」とあるのは「助言書」と，同条第２項中「前項」とあるのは「第

１２条第４項において準用する前項」と，「条例第１７条第２項の規定により協議書を

交付した」とあるのは「第１２条第２項の規定により助言書を交付した」と，「当該協

議に係る特定建築主」とあるのは「当該助言に係る申出をした者」と読み替えるものと

する。 

(視対象への眺望景観の保全上支障がないと認める建築物等) 

第１３条 条例第２２条第３項第１０号に規定する別に定めるものは，次に掲げる工作物

とする。 



⑴ 電柱に取り付ける照明器具で，最上部の位置が当該電柱の高さを超えないもの 

⑵  道路標識（地盤面からの高さが ４．５メートルを超えるものを除く。），信号機

その他これらに類するもので交通事故の防止を図るために設置されるもの 

⑶ 道路上の柵又は駒止め（次のいずれかに該当するものを除く。） 

ア 条例第１５条第１項に規定する事前協議区域（以下「事前協議区域」という。）

（視点場に限る。）にあるもの 

イ 事前協議区域（条例第１５条第１項第２号に規定する市長が指定する区域に限

る。）にあるものであって，別表第３右欄の（ア）に掲げる規模以上のもの 

ウ 事前協議区域（ア又はイに掲げる区域に該当する区域を除く。）にあるものであ

って，別表第３右欄の（イ）に掲げる規模以上のもの 

⑷ 堰
せき

，堤防，護岸その他これらに類するもの（前号アからウまでのいずれかに該当する

ものを除く。） 

⑸  地下に設けるもの 

２ 条例第２２条第４項第５号に規定する別に定めるものは，次に掲げる工作物とする。 

⑴  避雷針，テレビジョン放送の受信用のアンテナその他これらに類するもの 

⑵  道路標識 

⑶ 郵便差出箱，信書便差出箱又はバス停留所の標識 

３ 条例第２２条第５項第３号に規定する別に定めるものは，次に掲げる建築物等とする。 

⑴ 宗教法人法第３条第１項に規定する境内建物（本殿，拝殿，本堂その他これらに類

するものに限る。） 

⑵ 外観の変更を伴わない増築に係る建築物 

⑶ 道路，公園，広場その他の公共の用に供する空地から視認することができない部分

について行う増築に係る建築物 

⑷ 通常の管理行為，軽易な行為その他の行為で市長が認めるものに係る建築物等 

 (公示の方法) 

第１４条 条例第２３条第３項に規定する別に定める方法は，市役所及び区役所の掲示場

への掲示とする。 

(違反建築物の設計者等の通知) 

第１５条 条例第２４条に規定する別に定める事項は，次に掲げるものとする。 

⑴ 条例第２３条第１項又は第２項の規定による命令（以下「命令」という。）に係る

建築物の概要 

⑵ 前号の建築物の設計者等に係る違反の事実の概要 

⑶ 命令するまでの経過及び命令後に市長が講じた措置 

⑷ 前３号に掲げる事項のほか，参考となる事項 

２ 条例第２４条の規定による通知は，文書をもって行うものとし，当該通知には命令書

の写し及び関係図書を添えるものとする。 

(身分証明書) 



第１６条 条例第２６条第２項に規定する身分を示す証明書の様式は，第１０号様式とす

る。 

附 則 

この規則は，平成１９年９月１日から施行する。 

附 則(平成２３年３月３１日規則第１３５号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２９日規則第６７号） 

この規則は，平成３０年１０月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

別表第２（第３条，第６条及び第７条関係） 

図書 明示すべき事項 

付近見取図 縮尺，方位，道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺，方位，敷地境界線，敷地内における建築物等の位置，申請

又は届出に係る建築物等と他の建築物等の別並びに敷地が接する

道路の位置及び幅員 

各階平面図 縮尺，方位，間取り，各室の用途，面積並びに壁，開口部，建築

設備及び工作物の位置 

着色した各面の立面図 縮尺，開口部の位置並びに外壁及び屋根の仕上材料及び色彩 

２面以上の断面図 縮尺，床の高さ，各階の高さ，軒及びひさしの出，軒の高さ並び

に建築物の高さ 

カラー写真 当該敷地及び当該敷地周辺の状況 

備考 

１ 付近見取図にあっては，縮尺が２，５００分の１以上であるものとする。 

２ 各階平面図，立面図及び断面図にあっては，縮尺が１００分の１以上であるものと

する。ただし，建築物等の規模が大きいため，適切に表示することができないときは，

この限りでない。 

３ 立面図の色彩は，日本工業規格Ｚ８７２１に基づいて表示するものとする。 

４ 第３条第１項の規定による申請にあっては，配置図，立面図及び断面図に，この表

に掲げる事項のほか，土地の高低及び標高並びに建築物等の各部分の標高を明示する

ものとする。 

図書 明示すべき事項 

地図 提案する視対象及び視点場の位置 

カラー写真 提案する視対象及び視点場から眺めることができる視対象 



別表第３（第８条及び第１３条関係） 

工作物の区分 
規模 

（ア） （イ） 

(１) 駐車場施設 自動車等（自動車（原動機

付き自転車を含む。）及び

自転車をいう。以下同じ。）

の駐車の用に供する部分

の面積が50平方メートル

を超えるもの 

自動車等の駐車の用に供

する部分の面積が500平方

メートルを超えるもの 

(２) 自動車車庫 水平投影面積が50平方メ

ートルを超えるもの 

水平投影面積が500平方メ

ートルを超えるもの 

(３) 垣，柵，塀，駒止め，

擁壁その他これらに

類するもの 

高さが２メートルを超え

るもの又は延長が５メー

トルを超えるもの 

高さが４メートルを超え

るもの又は延長が15メー

トルを超えるもの 

(４) 電柱，電線及び変圧

塔 

延長が20メートルを超え

るもの 

延長が100メートルを超え

るもの 

(５) 公衆電話所，郵便差

出箱及び信書便差出

箱 

水平投影面積が１平方メ

ートルを超えるもの 

水平投影面積が５平方メ

ートルを超えるもの 

(６) 道路標識，街灯，バ

ス停留所の標識その

他これらに類するも

の 

高さが4.5メートルを超

え，かつ，延長が20メート

ルを超えるもの 

高さが4.5メートルを超

え，かつ，延長が100メー

トルを超えるもの 

(７) 舗装の表層，側溝，

街渠及び床板 

延長が20メートルを超え

るもの 

延長が100メートルを超え

るもの 

(８) 橋りょう 延長が5メートルを超える

もの 

延長が25メートルを超え

るもの 

(９) 河床，堰
せき

，堤防，護

岸，床止めその他こ

れらに類するもの 

延長が10メートルを超え

るもの 

延長が50メートルを超え

るもの 

(10) 高架の鉄道又は道

路，跨線橋若しくは

跨線道 

延長が10メートルを超え

るもの 

延長が50メートルを超え

るもの 

 

 

 



別表第４（第９条及び第１１条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 付近見取図にあっては，縮尺が２，５００分の１以上であるものとする。 

 

 

区分 図書 明示すべき事項 

(１) 付近見取図 縮尺，方位，道路及び目標となる 

地物 

(２) 建築物等の配置に係る構

想を示す図面 

縮尺，方位，敷地境界線，敷地内

における建築物等の配置 

(３) 着色した完成予想図  

(４) 外構のデザインに係る構

想の内容を示す図書 

門，垣，塀，植栽等の位置及び寸

法 

(５) カラー写真 敷地及び当該敷地周辺の状況 


